様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2021年７月27日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃりてっく
                              　一般事業主の氏名又は名称　株式会社LeTech
（ふりがな）ひらの　てつじ
                     　　　　　（法人の場合）代表者の氏名　平野　哲司   印
住所　〒530-0027　大阪府大阪市北区堂山町3番3号　
日本生命梅田ビル10階

法人番号　21200－01－096841　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①商号の変更及び定款の一部変更に関するお知らせ
②個人投資家向け会社説明資料
③リーガル不動産、ZUU と不動産テック分野で共同事業開始 不動産オーナー向けメディア「YANUSY」をリリース

	公表日
	①2020年10月13日
②2021年3月31日
③2019年7月8日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	■下記URL
①商号の変更及び定款の一部変更に関するお知らせ
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08912/2a87f059/b617/4eca/a662/ed0d5ab18e45/140120201013402777.pdf
該当箇所：P.1：6行目－12行目
②個人投資家向け会社説明資料
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08912/1de6c946/1baa/4435/9e5a/8f540ccb9a0a/20210331141457947s.pdf
該当箇所：P.13-14
③リーガル不動産、ZUU と不動産テック分野で共同事業開始 不動産オーナー向けメディア「YANUSY」をリリース
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08912/3459dad5/1829/4f4b/8d5d/9fd01ca496f8/20190708150547142s.pdf
該当箇所：P.1-2

	記載内容抜粋
	①
現在の社会を取り巻く環境は大きく変化し、あらゆる産業において新たなデジタル技術が利用されるとともに、デジタル化の遅れが指摘されている不動産業界においてもデジタル化の波は大きな広がりを見せています。この様な状況の中、当社は不動産とテクノロジーの融合が未来のマーケットを切り開くという思いのもと、この思いを当社サービス全般に広げていくことこそが、最もお客様へのサービス向上に資するものであると考えております。そのため、リーガル不動産として創業の精神を抱きながら、未来に向けて進路を定め、LEGAL 不動産と TECHNOLOGY を融合することで、当社にしかなしえない企業活動を創りたいと考えております。
②
・リーガル不動産として創業の精神を抱きながら、未来に向けて進路を定め当社にしかなしえない企業活動を創りたい
・不動産とテクノロジーの融合が未来のマーケットを切り開くという思いをサービス全般に広げてきたい
（理念）
01：ITを活用し、不動産にインテリジェンスを吹き込む
02：お客様に選んでいただける商品ブランドの確立
03：パートナーとWIN-WINの関係であり続け、高い信用力を保つ
04：自らの意志によって、課題解決に果敢にチャレンジする人材の育成
05：地域社会の一員として、サステナブルな社会実現に貢献する
③
（提携の背景）
不動産テック（Real Estate Tech）が盛り上がりを見せる今、当社のもつ不動産総合開発企業としての不動産商品開発力や不動産オーナー向けサービス提供のノウハウと、ZUU の持つ月間利用者数 400 万人の「ZUU online」をはじめとする WEB サービス運営で獲得したデータマーケティングのノウハウを掛け合わせ、新たな価値提供を目指して共同事業を開始いたします。不動産テック分野での共同事業開発、共同研究を進め、これまでにない新たな不動産プラットフォームの構築に向け、取り組みを進めてまいります。
（今後の展開）
今後、当社と ZUU は、両社の強みを活かし、ビッグデータの活用、AI や IOT を活用したサービスの開発など、様々なテーマで新たな価値提供を検討してまいります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	①2020/9/23　取締役会決裁
②2021/1/20・2021/3/16　取締役会決裁
③2019/2/13・2019/7/12　経営会議及び取締役会決裁



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①個人投資家向け会社説明資料
②商号の変更及び定款の一部変更に関するお知らせ
③組織変更及び取締役の職務分担の変更並びに人事異動に関するお知らせ
④不動産オーナー向け Web マガジン「YANUSY」AI コンテンツ生成システムを導入開始
⑤リーガル不動産、ZUU と不動産テック分野で共同事業開始 不動産オーナー向けメディア「YANUSY」をリリース

	公表日
	①2021年3月31日
②2020年10月13日
③2020年7月30日
④2019年12月27日
⑤2019年7月8日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	■下記URL
①個人投資家向け会社説明資料
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08912/1de6c946/1baa/4435/9e5a/8f540ccb9a0a/20210331141457947s.pdf
該当箇所：P.18・P.23・P.24
②商号の変更及び定款の一部変更に関するお知らせ
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08912/2a87f059/b617/4eca/a662/ed0d5ab18e45/140120201013402777.pdf
該当箇所：P.1：6行目－12行目
③組織変更及び取締役の職務分担の変更並びに人事異動に関するお知らせ
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08912/2604269f/6b69/4610/bf80/21951652621f/140120200730469694.pdf
該当箇所：P.1:目的　1行目－２行目
④不動産オーナー向け Web マガジン「YANUSY」AI コンテンツ生成システムを導入開始
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08912/1aa74a4b/e8ea/4d37/834b/1ff24daa4b42/20191227100254848s.pdf
該当箇所：P.1
⑤リーガル不動産、ZUU と不動産テック分野で共同事業開始 不動産オーナー向けメディア「YANUSY」をリリース
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08912/3459dad5/1829/4f4b/8d5d/9fd01ca496f8/20190708150547142s.pdf
該当箇所：P.1-2

	記載内容抜粋
	①
・不動産とITを融合したプラットフォーム「YANUSY」による多様な不動産取引の実現
・不動産分野における商品開発力・新サービス開発力・オーナー向けのノウハウと・インターネットサービス開発･運営ノウハウ・データマーケティングノウハウを掛け合わせ、これまでにない新たな不動産プラットフォームの構築及びオウンドメディアを軸に不動産テックへ
②
現在の社会を取り巻く環境は大きく変化し、あらゆる産業において新たなデジタル技術が利用さ れるとともに、デジタル化の遅れが指摘されている不動産業界においてもデジタル化の波は大きな広がりを 見せています。この様な状況の中、当社は不動産とテクノロジーの融合が未来のマーケットを切り開くとい う思いのもと、この思いを当社サービス全般に広げていくことこそが、最もお客様へのサービス向上に資す るものであると考えております。そのため、リーガル不動産として創業の精神を抱きながら、未来に向けて 進路を定め、LEGAL 不動産と TECHNOLOGY を融合することで、当社にしかなしえない企業活動を創りたいと考 えております。
③
今後の意思決定の迅速化と経営活動のさらなる効率化を図るために組織変更及び役員の職務分担の変更並びに人事異動を行います。
④
（AI コンテンツシステム導入の背景 ）
・テクノロジーの活用により、消費者が享受するメリットが増え、情報取得における行動にも変化が見られます。また、不動産業界でも Real Estate Tech（不動産テック）が盛り上がりを見せる中、当社はまず大家さん向けの新しい「資産」の作り方を提示する場所として、2019 年 5 月より大家さん向け総合メディアプラットフォーム「YANUSY」の提供を開始しました。
・より利用ユーザーの関心に合うコンテンツを、スピーディーに最適なタイミングで届けていくために、不動産に関する世の中のニュースやトレンド・キーワードを解析し、自動で記事化して提供する「AI によるコンテンツ生成システム」を導入いたしました。当システムでは、インターネット上にある無数の記事から、YANUSY 読者が関心の高そうな記事やコメントを自動的に収集し、その収集されたデータの中から、AI（人工知能）を活用して話題性をスコアリングし、コンテンツ生成に役立てております。
⑤
（提携の背景）
不動産テック（Real Estate Tech）が盛り上がりを見せる今、当社のもつ不動産総合開発企業としての不動産商品開発力や不動産オーナー向けサービス提供のノウハウと、ZUU の持つ月間利用者数 400 万人の「ZUU online」をはじめとする WEB サービス運営で獲得したデータマーケティングのノウハウを掛け合わせ、新たな価値提供を目指して共同事業を開始いたします。不動産テック分野での共同事業開発、共同研究を進め、これまでにない新たな不動産プラットフォームの構築に向け、取り組みを進めてまいります。
（今後の展開）
今後、当社と ZUU は、両社の強みを活かし、ビッグデータの活用、AI や IOT を活用したサービスの開発 など、様々なテーマで新たな価値提供を検討してまいります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	①2021/3/16　取締役会決裁
②2020/9/23　取締役会決裁
③2020/7/30　取締役会決裁
④2019/2/13・2019/7/12　経営会議及び取締役会決裁
⑤2019/2/13・2019/7/12　経営会議及び取締役会決裁



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	■文書名：
①商号の変更及び定款の一部変更に関するお知らせ 
②リーガル不動産、ZUU と不動産テック分野で共同事業開始　不動産オーナー向けメディア「YANUSY」をリリース
③組織変更及び取締役の職務分担の変更並びに人事異動に関するお知らせ
■下記URL
①　https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08912/2a87f059/b617/4eca/a662/ed0d5ab18e45/140120201013402777.pdf
該当箇所：P.1:8行目－10行目 / P.2: 表中　第2条
②　https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08912/3459dad5/1829/4f4b/8d5d/9fd01ca496f8/20190708150547142s.pdf
該当箇所：P.1：提携の背景　1行目－４行目
③https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08912/2604269f/6b69/4610/bf80/21951652621f/140120200730469694.pdf
該当箇所：P.1:目的　1行目－２行目

	記載内容抜粋
	①
・当社は不動産とテクノロジーの融合が未来のマーケットを切り開くという思いのもと、この思いを当社サービス全般に広げていくことこそが、最もお客様へのサービス向上に資するものであると考えております。
・不動産特定共同事業法に基づく事業
②
不動産テック（Real Estate Tech）が盛り上がりを見せる今、当社のもつ不動産総合開発企業としての不動産商品開発力や不動産オーナー向けサービス提供のノウハウと、ZUU の持つ月間利用者数 400 万人の「ZUU online」をはじめとする WEB サービス運営で獲得したデータマーケティングのノウハウを掛け合わせ、新たな価値提供を目指して共同事業を開始いたします。
③
今後の意思決定の迅速化と経営活動のさらなる効率化を図るために組織変更及び役員の職務分担の変更並びに人事異動を行います。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	■文書名：リーガル不動産、ZUU と不動産テック分野で共同事業開始 不動産オーナー向けメディア「YANUSY」をリリース
■下記URL
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08912/3459dad5/1829/4f4b/8d5d/9fd01ca496f8/20190708150547142s.pdf
該当箇所：P.1-3

	記載内容抜粋
	・「ZUU online」をはじめとする WEB サービス運営で獲得したデータマーケティングのノウハウを掛け合わせ、新たな価値提供を目指して共同事業を開始いたします。不動産テック分野での共同事業開発、共同研究を進め、これまでにない新たな不動産プラットフォームの構築に向け、取り組みを進めてまいります。
・今後、当社と ZUU は、両社の強みを活かし、ビッグデータの活用、AI や IOT を活用したサービスの開発 など、様々なテーマで新たな価値提供を検討してまいります。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	不動産オーナー向け Web メディア「YANUSY」過去最高となる月間 76 万 PV を突破！

	公表日
	2021年6月16日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	■下記URL
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08912/cb12ceb4/4f93/4881/baf3/68b5f905eb8e/20210615095327687s.pdf
該当箇所：P.1：6行目‐7行目

	記載内容抜粋
	当社では、戦略の達成度を測る指標の一つとして、PV数の定期的なモニタリングを実施しており、重要な指標として考えております。
■抜粋内容
（リリースから約 2 年で月間 76 万 PV 突破 )
サービスの向上に努めた結果、2021 年 5 月に 76 万 PV・月間訪問者数が 42 万人とサイト開設以来過去最高の記録を更新しました。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	①2021年3月27日
②2021年4月13日

	発信方法
	■動画
HPに掲載　下記URL
①　https://www.bridge-salon.jp/movie/3497_20210327_6063f609f0bce/
(戦略言及部分 )
開始後：11:40-14:00/18:04-19:00/23:36-26:54
②　https://www.sbisec.co.jp/ETGate/WPLETmgR001Control?OutSide=on&getFlg=on&burl=search_home&cat1=home&cat2=seminar&dir=seminar&file=home_seminar_briefing_210413_letech.html
(戦略言及部分 )
開始後：11:02-14:04/18:30-19:46/23:21-25:27

	発信内容
	代表取締役社長　平野哲司による発表
要約‐YANUSYメディアをプラットフォームへと成長させる。YANUSYプラットフォームを通して投資家が必要な情報にアクセスできるようになることで、情報収集から、相談、契約・決済までを行う総合プラットフォームを目指す。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2018年10月23日マザーズ上場　～現在

	実施内容
	「DX 推進指標」による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトよりダウンロードした「DX推進指標自己診断フォーマット」に自己診断結果を記入したものを提出します。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2019年2月YANUSY開発期～現在

	実施内容
	セキュリティー体制を、規定、マニュアルを作成し統制しております。
規定に沿ったセキュリティー対策の具体的な実施内容は以下になります。
・リアルタイム監視
・バックアップ管理
・ログ管理
・サイバー攻撃への対処
・アクセス権限の管理
・システム監査



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

